
 

河川及びダム事業の再評価実施要領細目 

 

第１ 目的 

本細目は、「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（以下「実施要領」

という。）」に基づき、河川及びダム事業の再評価を実施するための運用を定

め、もって適正に再評価を実施し、河川及びダム事業の効率性及びその実施過

程の透明性の一層の向上を図ることを目的とする。 

 

第２ 再評価の対象とする事業の範囲 

河川及びダム事業のうち以下の事業を除く全ての事業を対象とする。ただし、

当該年度完成予定事業は除く。 

(1)河川工作物関連応急対策事業 

(2)河川維持修繕事業及び堰堤維持事業等維持・修繕に係る事業 

(3)河川激甚災害対策特別緊急事業等の災害に係る事業 

(4)災害復旧に係る事業  

 

第３ 再評価を実施する事業 

１ 用語の定義 

(1)事業採択 

「事業採択」とは、再評価の実施単位（以下「評価単位」という。）に事

業費が予算化されたことをいう。 

(2)未着工の定義 

河川事業における「未着工の事業」とは、用地買収等の契約が１件も成

立しておらず、かつ、工事（当該事業に係る附帯工事を含む。）に未着手

の事業をいう。 

ダム事業における「未着工の事業」とは、用地補償基準が未妥結、かつ

工事に未着手の事業をいう。ただし、用地補償基準を作成しない事業の場

合、「用地補償基準が未妥結」を「用地買収等の契約が１件も成立してお

らず」と読み替えるものとする。 

 

２ 事業評価の単位の取り方 

河川事業における評価単位は、一連の整備効果を発現する区間を基本とする。

ただし、当該評価単位が非常に長大なものとなり一括の評価が困難である場合、

同一区間でも整備の目的が異なる場合（例えば、通常改修と内水対策等）等に

おいては、必要に応じて適切に評価単位を分割するものとする。 



 

ダム事業における評価単位については、原則として事業採択の単位とする。 

 

第４ 再評価の実施及び結果等の公表 

１ 再評価の実施手続 

(1)独立行政法人等施行事業の取り扱い 

①独立行政法人水資源機構法（平成 19 年 3 月 31 日法律第 23 号）第 12 条第

１項第１号に規定する独立行政法人水資源機構（以下「水資源機構」とい

う。）施行のダム事業の取り扱いについては、次のとおりとする。 

1)再評価の実施主体 

関係地方整備局及び水資源機構等とする。 

2)再評価の進め方 

再評価に係る資料の作成及び対応方針（案）の決定は、関係地方整備局

及び水資源機構が共同して行うものとする。 

②独立行政法人都市再生機構法（平成 19 年 3 月 31 日法律第 19 号）第 18 条

第１項第４号に規定する独立行政法人都市再生機構（以下「都市再生機構」

という。）施行の河川事業の取り扱いについては、次のとおりとする。 

1)再評価の実施主体 

関係地方公共団体及び都市再生機構等とする。 

2)再評価の進め方 

再評価に係る資料及び対応方針（案）の作成及び対応方針の決定は、関

係地方公共団体と都市再生機構が共同して行うものとする。 

(2)資料の提出先 

直轄事業及び水資源機構施行事業（以下「直轄事業等」という。）について

は、再評価に係る資料、対応方針（案）及びその決定理由等を本省水管理・国

土保全局河川計画課（以下「河川計画課」という。）に提出する（水資源機構

施行事業については、関係地方整備局及び水資源機構の連名で河川計画課に提

出する）ものとし、補助事業及び都市再生機構施行事業（以下「補助事業等」

という。）については、再評価に係る資料、対応方針及びその決定理由等を当

該事業を所管する地方支分部局等（以下「地方支分部局等」という。）を経由

して、河川計画課に送付する（都市再生機構施行事業については、関係地方公

共団体及び都市再生機構の連名で河川計画課に送付する。）ものとする。 

ただし、補助事業において地方支分部局等の長が年度予算の支出負担行為の

実施計画に関する書類の一部となる計画の作製に係る事務を行う事業（以下

「一括配分に係る事業」という。）については、地方支分部局等は補助金交付

に係る対応方針等を別紙③④により河川計画課に速やかに送付するものとす

る。 



 

(3)都道府県からの意見聴取について 

直轄事業等については、河川法（昭和 39 年法律第 167 号）第 60 条第１項及

び第 63 条第１項の規程により費用を負担することとなる都道府県の意見を聴

くものとする。意見の聴取の実施時期は事業評価監視委員会への意見聴取を行

う前までに行うものとする。 

(4)河川整備計画の策定・変更の活用について 

実施要領第４の１(4)の規定に基づき河川整備計画の策定・変更により再評

価の手続を行う場合には、実施要領第４の１再評価の実施手続き、及び実施要

領第５の３再評価の視点等の規定を踏まえ、実施要領に基づき適正に評価を実

施するものとする。 

 

第５ 再評価の手法 

１ 再評価の視点 

河川及びダム事業については、実施要領第５の３に規定する各視点ごとに、

原則として以下の評価項目に基づいて再評価を実施するものとする。なお、費

用対効果分析については、別に定める「治水経済調査マニュアル（案）」等に

基づいて算定するものとする。 

(1)事業の必要性等 

①事業を巡る社会経済情勢等の変化 

1)災害発生時の影響 

2)過去の災害実績 

3)災害発生の危険度 

4)地域開発の状況 

5)地域の協力体制 

6)関連事業との整合 等 

 なお、環境整備に係る事業にあっては、上記 4)から 6)に加え、 

7)河川環境等をとりまく状況 

8)河川及びダム湖等の利用状況 等 

②事業の投資効果 

1)費用対効果分析 

③事業の進捗状況 

1)事業採択年 

2)用地着手年、工事着手年 

3)事業進捗状況 等 

(2)事業の進捗の見込み 

①今後の事業スケジュール 等 



 

(3)主たる施設の構造等に関する事業手法や事業計画、コスト縮減や代替案立

案等の改善 

①主たる施設の構造等に関する事業手法や事業計画の検討 

②代替案の可能性の検討 

③コスト縮減の方策 等 

 

２ 対応方針又は対応方針（案）決定の考え方 

実施要領第５の４に基づくものとする。 

 

 

第６ 事業評価監視委員会 

実施要領第４の１(4)又は第６の６の規定に基づいて審議が行われた場合に

は、その結果を事業評価監視委員会に報告するものとする。 

 

第７ 施行 

１ 本細目は、令和８年７月２日から施行する。 

２ 本細目の施行に伴い、平成２２年４月１日に改定された「河川及びダム事業

の再評価実施要領細目（国河計第１４２号）」は廃止する。 


